
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国の地方行財政制度 



 

 

 

 

はじめに 

 

 

当協会では、各海外事務所を通じ、海外の地方自治制度や地方行政に関わる個別政策等

を調査研究し、各種刊行物を通して日本の地方公共団体や地方自治関係者にその結果を紹

介している。中国についても、平成 19 年７月に「中国の地方行財政制度」を刊行し、そ

の後幾度かの改訂を重ねてきたところである。 

日中間の地域間交流は年々活発化し、友好都市提携数は 2022 年２月時点で 378 件に達

している。また、中国社会に目を向けると、高い成長率を追い求めた急激な経済成長から、

経済の質と効率向上に基づいた持続的で健全な成長を目指す段階へと移行しつつあり、行

財政制度に関しても法整備や改革が進められているところである。 

このような背景の下で、中国に対する日本の地方自治関係者の関心は日々高まっており、

中国の地方行財政制度の現状に関する体系的な資料の提供を求める声は一層強まってい

る。今回の改訂に当たっては、北京大学政府管理学院の白智立副教授にご指導いただきな

がら、中国の行財政関係冊子、諸資料、既存調査等に基づいて、新たな法律の施行など近

年の状況変化を反映させた。研究・教育活動の傍ら、我々を温かくご支援いただいた白智

立副教授に心より感謝を申し上げる。 

中国においては公表資料が少ないこと、法制度と実態が必ずしも一致しないこと、制度

改革が進行中であること等から、地方行財政の実態を十分に説明できていない可能性もあ

るが、中国の地方行財政制度に対する理解の一助となれば幸いである。 

最後に、本書が地方公共団体や地方自治関係者によって活用され、日中の地域間交流の

更なる発展に資することを願ってやまない。 

 

 

 令和４年３月 

 

                 一般財団法人 自治体国際化協会 北京事務所 

                            所長 宮本 貴章 
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